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（２）歳 出（別表５，９参照） 

① 概 要 

平成２０年度一般会計の歳出決算額は１７９億８，１７０万４千円で、予算現額１９２億６，

６５１万７千円に対し、９３．３％の執行率である。 

翌年度繰越額は９億９，５６６万円で、そのすべてが繰越明許費繰越額となっている。したが

って、予算執行残額から翌年度繰越額を差し引いた額が不用額として２億８，９１５万３千円と

なっている。 

決算額のうち前年度に比べて減少している主なものは、土木費１億７，３１０万９千円（１０．

９％）、農林水産費１億１，２６５万２千円（８．１％）、諸支出金１億１６５万円（８．０％）、

消防費６，３３３万２千円（８．９％）、衛生費５，７２１万１千円（２．３％）、公債費４，１

２７万８千円（１．６％）、商工費２，８００万５千円（３．６％）、総務費２，６４４万２千円

（１．６％）労働費５９３万２千円（２．６％）減少しており、民生費１億２４１万５千円（２．

４％）、議会費１，１３０万７千円（７．０％）増加している。概ね予算に即した執行がされて

いたことを認めた。決算額を性質別に区分すると次のとおりである。 

性 質 別 決 算 額 比 較 表 

                   区 分 平 成 20 年 度 平 成 19 年 度 
比較増減 

性 質 別 決 算 額  構成比 決 算 額  構成比 

消 

費 
的 
経 

費 

  千円     % 千円     % 千円 

人件費 3,384,434 18.9 3,448,610 18.7 △ 64,176 

物件費 1,985,409 11.0 2,151,830 11.6 △ 166,421 

維持補修費 143,438 0.8 159,102 0.9 △ 15,664 

扶助費 2,235,461 12.4 2,166,697 11.7 68,764 

補助費等 4,024,853 22.4 3,630,775 19.6 394,078 

小     計 11,773,595  65.5 11,557,014  62.5 216,581 

投
資
的
経
費 

普通建設事業費 826,996 4.6 1,114,564 6.0 △ 287,568 

災害復旧費 0 0 1,190 0 △ 1,190 

小     計 826,996 4.6 1,115,754 6.0 △ 288,758 

公   債   費 2,503,750 13.9 2,544,935 13.8 △ 41,185 

積   立   金 50,623 0.3 152,274 0.8 △ 101,651 

投資及び出資金 7,613 0.0 800 0.0 6,813 

貸   付   金 1,808,772 10.1 1,895,940 10.3 △ 87,168 

繰   出   金 1,010,355 5.6 1,226,580 6.6 △ 216,225 

合     計 17,981,704 100.0 18,493,297 100.0 △ 511,593 
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消費的経費は後年度に形を残さない性質の経費であり、投資的経費はその支出の効果が資本的

形成に向けられ、施設等がストックとして将来に残るものに支出される経費である。 

なお、予算の流用が多く見受けられたので、流用に関する規準を明文化し、適切に予算執行さ

れるよう要望する。 

 

② 款別予算執行状況について 

歳出科目は１３款に区分されており、その構成及び予算の執行状況は次のとおりである。 

 

（０５）議会費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

174,744,000 173,062,236 0 1,681,764 99.0 1.0 

 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１億６，１７５万６千円に比較すると１，１

３０万７千円（７．０％）の増加である。 

 

（１０）総務費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,423,767,000 1,667,350,351 720,278,000 36,138,649 68.8 9.3 

 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１６億９，３７９万２千円に比較すると２，

６４４万２千円（１．６％）の減少である。 

 これは、定額給付金給付事業費で６，１２１万８千円（１００％）、企画費２，６８９万８千円

（４６．６％）、賦課徴収費１，８２６万５千円（２０．１％）、税務総務費５６１万４千円（４．

４％）それぞれ増加したものの、選挙費等１億３６万３千円（５２０％）、住民基本台帳費１，２

００万４千円（１３．０％）、電算処理費１，０７０万５千円（１５．０％）、市民会館管理費４３

９万９千円（７．９％）それぞれ減少したことが主な理由である。 

 また、不用額３，６１３万９千円は、主に総務管理費の一般管理費において職員手当費等６６４

万１千円、負担金補助及び交付金４０５万７千円、委託料３６３万６千円、財産管理費の委託料２

３５万５千円がそれぞれ不用となったものである。 
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（１５）民生費 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

4,449,670,000 4,338,454,208 39,863,000 71,352,792 97.5 24.1 

 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額４２億３，６０３万９千円に比較すると１億

２４１万５千円（２．４％）の増加である。 

 これは主に、社会福祉総務費 2 億６，９５１万８千円（１７．９％）、老人福祉費２，９３３万

３千円（２９．１％）それぞれ減少したものの、福祉医療費３億３，７１６万１千円（８６．７％）、

児童措置費３，８４７万８千円円（４．５％）、障害者福祉費６８２万３千円（１．９％）、学童保

育費４００万９千円（１６．１％）それぞれ増加したためである。 

 また、不用額７，１３５万３千円は、主に社会福祉費の障害者福祉費で、障害者自立支援給付に

おいて利用者、回数が見込みを下回ったため扶助費が１，０２０万５千円、社会福祉総務費におい

て老人保健医療特別会計・介護保険特別会計・後期高齢者医療特別会計への繰出金の減により繰出

金が１，９４１万２千円、福祉医療費において重度心身障害者・老人医療等の医療費の増減により

扶助費が１，１１８万１千円それぞれ不用となったものである。 

 

（２０）衛生費 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,419,615,000 2,391,294,398 0 28,320,602 98.8 13.3 

 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２４億４，８５０万５千円に比較すると５，

７２１万１千円（２．３％）の減少である。 

 これは主に、保健衛生総務費４，１１９万１千円（５．４％）、予防費１，１６０万４千円（２

７．３％）、生活排水対策費６３８万２千円それぞれ増加したものの、塵芥処理費５，５６２万４

千円（１０．９％）、健康推進対策費３，６１２万１千円（４３．５％）、ごみ減量対策費１，８７

３万４千円（５３．３％）、火葬場費８５３万円（２１．０％）それぞれ減少したことによるもの

である。 

 また、不用額２，８３２万円は、主に塵芥処理費の需用費で７６３万３千円、委託料３６９万１

千円、清掃費のごみ減量対策費において、資源集団回収補助金等の減により、負担金補助及び交付

金が１１２万円、し尿処理費の委託料で３３４万４千円、母子衛生費の委託料１３３万８千円それ

ぞれ不用となったものである。 
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（２５）労働費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

222,626,000 222,060,509 0 565,491 99.7 1.2 

 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２億２，７９９万３千円に比較すると５９３

万３千円（２．６％）減少している。 

 これは、労働諸費が減少したためである。 

 

（３０）農林水産業費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,327,647,000 1,282,605,891 0 45,041,109 96.6 7.1 

 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１３億９，５２５万８千円に比較すると１億

１，２６５万２千円（８．１％）の減少である。 

 これは主に、農業総務費１，５６２万４千円円（１２．８％）、地域農政推進対策事業費６７０

万４千円（５５．１％）、地籍調査事業費５１９万７千円（２４．５％）それぞれ増加したものの、

農地費５，９１４万６千円（３２．９％）、農村総合整備事業費５，００５万３千円（１２．０％）、

国営かんがい排水関連事業費２，０２９万４千円（３．８％）、農業委員会費１，０７１万９千円

（２８．３％）それぞれ減少したことによるものである。 

 また、不用額は４，５０４万１千円は、主に農村総合整備事業費の減額により、工事請負費が３，

７６６万１千円不用となったものである。 

 

（３５）商工費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

743,716,000 741,794,836 0 1,921,164 99.7 4.1 

 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額７億６，９８０万円に比較すると２，８００

万５千円（３．６％）の減少である。 

 これは主に、商工振興費で３，０５８万６千円（４．３％）減少したためである。 
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（４０）土木費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,508,885,000 1,409,260,588 68,381,000 31,243,412 93.4 7.8 

 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１５億８，２３７万円に比較すると１億７，

３１０万９千円（１０．９％）の減少である。 

 これは主に、公営住宅建設費で４，２５８万５千円（４７．６％）、土地区画整理費６２１万７

千円（皆増）、都市計画総務費４９６万９千円（９．４％）それぞれ増加したものの、街路事業費

９，６２６万７千円（８９．７％）、防衛施設周辺整備事業費５，６１８万９千円（５５．５％）、

都市下水費３，２６０万３千円（４．５％）、道路新設改良費２，９０１万９千円（１３．５％）、

道路維持費１，４３１万円それぞれ減少したことによるものである。 

なお、翌年度繰越額６，８３８万１千円は、防衛施設周辺整備事業費で３，８９７万１千円、道

路新設改良費で２，９４１万円、の繰越によるものである。 

 また、不用額の３，１２４万３千円は、主に街路事業費の工事請負費及び公有財産購入費で用地

買収等の交渉が難行したことにより１，２６０万円、公営住宅建設の工事請負費で工事入札により

７６８万５千円が不用となったことによるものである。 

 

（４５）消防費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

647,727,000 645,998,980 0 1,728,020 99.7 3.6 

 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額７億９３３万１千円に比較すると６，３３３

万２千円（８．９％）の減少である。 

 これは、消防施設費５，２１７万４千円（７８．６％）、常備消防費９５８万６千円それぞれ減

少したことによるものである。 

 

（５０）教育費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,670,912,000 1,444,432,085 167,138,000 59,341,915 86.4 8.0 
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 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１４億５，８９４万５千円に比較すると１，

４５１万２千円（１．０％）の減少である。 

 これは主に、学校管理費（中）１，５９７万６千円（１９．０％）、給食施設運営費１，４２５

万円（１０．１％）、事務局費１，２１６万９千円（４．９％）がそれぞれ増加したものの、図書

館費１，４５１万２千円（９．８％）、文化財発掘調査費１，６７４万１千円（６６．９％）、社会

教育総務費１，１６７万２千円（１０．５％）、文化財保護費９７３万７千円（７３．７％）がそ

れぞれ減少したことによるものである。 

 また、不用額５，９３４万２千円は主に、中学校管理費において委託料１，２１４万２千円、小

学校管理費において委託料１９８万５千円、事務局費において職員手当等１８８万３千円それぞれ

不用となったことによるものである。 

 

（６０）公債費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,505,978,000 2,503,766,427 0 2,211,573 99.9 13.9 

 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２５億４，５０４万５千円に比較すると４，

１２７万８千円の減少である。 

 支出済額のほとんどが市債償還元金と利子である。 

 一般会計の前年度末における未償還元金は１７９億５，３７３万１千円であり、これに当年度借

入金額７億１，４８０万円を加え、この合計額から当年度元金償還額２１億４，０３１万６千円を

差し引いた額１６５億２，８２１万６千円が当年度末未償還元金である。 

 また、不用額２２１万２千円は、主に一般・特別会計口座の当座借越の発生に伴う一時借入金利

子の支払の減少により、償還金利子及び割引料が１９９万２千円不用となったものである。 

 

（６５）諸支出金 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,161,838,000 1,161,623,202 0 214,798 100.0 6.5 

  

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１２億６，３２７万４千円に比較すると１億

１６５万円（８．０％）の減少である。 

 支出の主なものは、土地開発公社貸付金１１億１，１００万円、財政調整基金費３，２２７万７

千円、鉄道経営対策事業基金費９７２万６千円である。 
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（９９）予備費 

議決予算額 充用額 不用額 充当率 

円 円 円 ％ 

20,000,000 10,608,000 9,392,000 53.0 

  

当年度における予備費の充用件数は５件で、９３９万２千円が不用額となっている。 


